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議案第１２号 

令和３年度多賀城市一般会計予算 

 令和３年度多賀城市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２５，０９０，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費

に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用とする。 

  令和３年２月８日提出 

多賀城市長 深谷 晃祐 
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1 8,000,792

1 市民税 3,393,764

2 固定資産税 3,281,100

3 軽自動車税 145,227

4 市たばこ税 497,634

5 都市計画税 683,067

2 129,813

1 地方揮発油譲与税 30,014

2 自動車重量譲与税 91,391

3 地方道路譲与税 1

4 森林環境譲与税 5,322

5 特別とん譲与税 3,085

3 4,271

1 利子割交付金 4,271

4 20,184

1 配当割交付金 20,184

5 13,397

1 株式等譲渡所得割交付金 13,397

6 54,376

1 法人事業税交付金 54,376

7 1,227,732

1 地方消費税交付金 1,227,732

8 12,509

1 環境性能割交付金 12,509

9 26,216

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 26,216

10 74,609

1 地方特例交付金 74,609

11 3,532,274

1 地方交付税 3,532,274

12 10,342

1 交通安全対策特別交付金 10,342

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

市税

金　　　　　額
 千円

款

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

交通安全対策特別交付金
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13 111,739

1 負担金 111,739

14 436,891

1 使用料 350,519

2 手数料 86,372

15 4,696,835

1 国庫負担金 3,476,390

2 国庫補助金 1,210,751

3 国庫委託金 9,694

16 1,672,918

1 県負担金 1,172,677

2 県補助金 325,962

3 県委託金 174,279

17 413,994

1 財産運用収入 101,918

2 財産売払収入 312,076

18 211,650

1 寄附金 211,650

19 997,856

1 基金繰入金 997,853

2 特別会計繰入金 3

20 20,000

1 繰越金 20,000

21 513,102

1 延滞金、加算金及び過料 5,001

2 市預金利子 181

3 貸付金元利収入 279,260

4 受託事業収入 46,680

5 雑入 181,980

22 2,908,500

1 市債 2,908,500

25,090,000

分担金及び負担金

使用料及び手数料

金　　　　　額
 千円

款 項

歳　　入　　合　　計

繰越金

諸収入

市債

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金
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1 213,762

1 議会費 213,762

2 5,377,141

1 総務管理費 4,767,263

2 徴税費 298,194

3 戸籍住民基本台帳費 170,007

4 選挙費 91,059

5 統計調査費 22,854

6 監査委員費 27,764

3 9,605,078

1 社会福祉費 3,575,912

2 児童福祉費 4,657,737

3 生活保護費 1,371,427

4 災害救助費 2

4 1,341,358

1 保健衛生費 766,725

2 清掃費 574,633

5 59,448

1 労働諸費 59,448

6 111,040

1 農業費 110,516

2 林業費 192

3 水産業費 332

7 312,896

1 商工費 312,896

8 土木費 2,244,771

1 土木管理費 79,362

2 道路橋りょう費 202,045

3 河川費 7,830

4 都市計画費 1,811,084

5 住宅費 144,450

衛生費

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

議会費

総務費

民生費

労働費

農林水産業費

商工費
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9 758,694

1 消防費 758,694

10 3,001,246

1 教育総務費 534,402

2 小学校費 379,400

3 中学校費 240,540

4 社会教育費 1,201,893

5 保健体育費 645,011

11 1

1 災害復旧費 1

12 2,012,842

1 公債費 2,012,842

13 1

1 普通財産取得費 1

14 51,722

1 予備費 51,722

25,090,000

 千円

款 項 金　　　　　額

予備費

歳　　出　　合　　計

消防費

教育費

公債費

災害復旧費

諸支出金
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第２表　　債務負担行為

40
100

業務支援システム借上料
令 和 ４ 年 度 か ら

36,939 千円
令 和 ９ 年 度 ま で

事 項 期 間 限 度 額

七ヶ浜町公園墓地蓮沼苑使用許可譲渡
資金の融資に伴う損失補償

令 和 ３ 年 度 か ら
当該融資額の１割に相当する額

令 和 １ ０ 年 度 ま で

当該融資額に対する償還利子の

令 和 ６ 年 度 ま で  に相当する額

中小企業者に対する事業資金の融資に
伴う損失補償

令 和 ３ 年 度 か ら
融資預託額の

10
に相当する額

令 和 １ ６ 年 度 ま で 100

公共工事に係る中小企業振興資金等の
融資に対する利子補給

令 和 ４ 年 度 か ら

自動車借上料 21,852 千円
令 和 ４ 年 度 か ら

令 和 ８ 年 度 ま で

施設備品借上料 268 千円令 和 ４ 年 度

252,759 千円
令 和 ４ 年 度 か ら

令 和 ８ 年 度 ま で
パソコン借上料
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第３表　　地方債

償 還 の 方 法

1,022,500

臨 時 財 政 対 策 債 1,148,100

公 園 整 備 事 業 45,100

計 2,908,500

借入期日の翌日から30
年以内に半年賦元利均
等償還し、又は元金均
等償還する。ただし、
融資条件又は財政の都
合により償還年限を短
縮し、若しくは繰上償
還又は低利に借換えす
ることができる。

庁 舎 建 設 事 業

文化財整備活用事業

年 3.0% 以 内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

616,200
証書借入れ又は
証 券 発 行

利 率

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 1,000

道 路 橋 り ょ う 事 業 16,100

公 園 事 業 6,500

53,000

起 債 の 目 的 限 度 額

千円

起債の方法

公 共 施 設 等 適 正
管 理 推 進 事 業
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 
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議案第１３号 

令和３年度多賀城市国民健康保険特別会計予算 

 令和３年度多賀城市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，８７６，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、３０，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足

を生じたときにおけるこれらの経費の各項の間の流用とする。 

  令和３年２月８日提出 

多賀城市長 深谷 晃祐 
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1 936,523

1 国民健康保険税 936,523

2 800

1 手数料 800

3 1

1 国庫補助金 1

4 3,421,032

1 県補助金 3,421,032

5 740

1 財産運用収入 740

6 511,797

1 他会計繰入金 415,998

2 基金繰入金 95,799

7 2

1 繰越金 2

8 5,105

1 延滞金、加算金及び過料 3,001

2 市預金利子 1

3 雑入 2,103

4,876,000

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

国民健康保険税

歳　　入　　合　　計

財産収入

繰入金

繰越金

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金
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1 64,977

1 総務管理費 22,790

2 徴税費 40,371

3 運営協議会費 415

4 趣旨普及費 1,401

2 3,375,192

1 療養諸費 2,945,324

2 高額療養費 403,557

3 移送費 2

4 出産育児諸費 16,809

5 葬祭費 4,700

6 傷病手当金 4,800

3 1,319,212

1 医療給付費分 884,506

2 後期高齢者支援金等分 328,047

3 介護納付金分 106,659

4 1

1 共同事業拠出金 1

5 1

1 財政安定化基金拠出金 1

6 92,753

1 保健事業費 92,753

7 740

1 基金積立金 740

8 10

1 公債費 10

9 7,207

1 償還金及び還付加算金 7,206

2 繰出金 1

10 15,907

1 予備費 15,907

4,876,000

公債費

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

総務費

歳　　出　　合　　計

諸支出金

予備費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

財政安定化基金拠出金

保健事業費

基金積立金
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第２表　　債務負担行為

　納税勧奨・収納等業務委託
令和４年度から
令和８年度まで

月額基本料に収納金額等から
算出した委託料を加算した額

限 度 額事 項 期 間

　滞納管理システム借上料 令和４年度

　単価契約に係る特定保健指導業務委託 令和４年度 令和４年度予算の範囲内

1,815  千円
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後期高 齢者医療特別 会計 
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議案第１４号 

令和３年度多賀城市後期高齢者医療特別会計予算 

 令和３年度多賀城市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６４５，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

  令和３年２月８日提出 

多賀城市長 深谷 晃祐 
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1 519,550

1 後期高齢者医療保険料 519,550

2 50

1 手数料 50

3 124,146

1 他会計繰入金 124,146

4 1

1 繰越金 1

5 1,253

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 償還金及び還付加算金 1,250

3 預金利子 1

4 雑入 1

645,000歳　　入　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

保険料
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1 8,525

1 総務管理費 6,520

2 徴収費 2,005

2 633,936

1 後期高齢者医療 633,936

3 1,251

1 償還金及び還付加算金 1,250

2 繰出金 1

4 1,288

1 予備費 1,288

645,000

予備費

諸支出金

後期高齢者医療広域連合納付金

歳　　出

項

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

総務費
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介 護 保 険 特 別 会 計 
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議案第１５号

令和３年度多賀城市介護保険特別会計予算

 令和３年度多賀城市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，２９７，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。

 （一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、１０,０００千円と定める。

 （歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足

を生じたときにおけるこれらの経費の各項の間の流用とする。

    令和３年２月８日提出

                         多賀城市長  深谷 晃祐
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1 1,008,496

1 介護保険料 1,008,496

2 99

1 手数料 99

3 887,238

1 国庫負担金 720,344

2 国庫補助金 166,894

4 1,115,863

1 支払基金交付金 1,115,863

5 605,680

1 県負担金 564,826

2 県補助金 40,854

6 369

1 財産運用収入 369

7 679,250

1 他会計繰入金 653,397

2 基金繰入金 25,853

8 1

1 繰越金 1

9 4

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 市預金利子 1

3 雑入 2

4,297,000歳　　入　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

諸収入

繰越金

繰入金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

保険料
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1 59,140

1 総務管理費 3,467

2 徴収費 3,222

3 介護認定審査会費 52,139

4 運営協議会費 312

2 3,954,887

1 介護サービス等諸費 3,772,992

2 高額介護サービス等費 76,303

3 高額医療合算介護サービス等費 17,702

4 特定入所者介護サービス等費 87,890

3 274,795

1 介護予防事業費 8,721

2 包括的支援事業・任意事業費 96,344

3 介護予防・生活支援サービス事業費 169,730

4 2,055

1 保健福祉事業費 2,055

5 379

1 基金積立金 379

6 4

1 公債費 4

7 2,650

1 償還金及び還付加算金 2,649

2 繰出金 1

8 3,090

1 予備費 3,090

4,297,000

予備費

公債費

諸支出金

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

保健福祉事業費

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

歳　　出　　合　　計
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水 道 事 業 会 計 
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議案第１６号 

令和３年度多賀城市水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条 令和３年度多賀城市水道事業会計の予算は、次に定めるところ

による。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給 水 戸 数            ２４，８５６戸 

 (2) 年 間 総 配 水 量         ５，７２４，６６０ 

 (3) １ 日 平 均 配 水 量                  １５，６８４ 

 (4) 主要な建設改良事業 

  ア   配水管整備事業            ２７８，３４４千円 

    イ   配水管改良事業             １２５，６６５千円 

    ウ   庁舎設備更新事業              ２３，０００千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入  

 第１款  水道事業収益         １，７７２，４１２千円 

  第１項  営 業 収 益         １，６７７，３５６千円 

  第２項  営業外収益                      ９５，０５３千円 

  第３項  特 別 利 益                 ３千円  

支    出  

 第１款  水道事業費用                  １，５５６，０００千円 

  第１項  営 業 費 用                  １，４９４，６２３千円 

  第２項  営業外費用                       ６０，９７５千円 

  第３項  特 別 損 失                           ２０２千円 
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  第４項  予 備 費                            ２００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的   

収入額が資本的支出額に対し不足する額４１７，２９６千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３７，０４７千円、過年

度分損益勘定留保資金２０３，７０１千円、当年度分損益勘定留保資

金３０，５４８千円及び減債積立金１４６，０００千円で補 する。）。 

収    入  

 第１款 資 本 的 収 入                ２１９，７０４千円 

  第１項  企 業 債               １３１，８００千円 

第２項 他 会 計 負 担 金          ５，５００千円 

  第３項  工 事 負 担 金                 ２６，４００千円 

  第４項  水資源開発負担金 ３，００３千円 

  第５項  補 助 金         ５３，０００千円 

  第６項  固定資産売却代金              １千円  

支    出  

 第１款 資 本 的 支 出                ６３７，０００千円 

  第１項  建 設 改 良 費                ４２８，１０９千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金             ２０８，６９１千円 

  第３項  予 備 費                        ２００千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事項  期間  限度額  

自 動 車 借 上 料 
令和４年度から 

令和５年度まで 
412 千円

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次 

 のとおりと定める。 
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起債の目的 限度額 起債の方法 利      率 償  還  の  方  法  

配水管整備事業
   千円
131,800 証書借入れ又

は証券発行
年 ３ ． ０ ％
以 内 （ た だ
し 、 利 率 見
直 し 方 式 で
借 り 入 れ る
資 金 に つ い
て 、 利 率 の
見 直 し を 行
っ た 後 に お
い て は 、 当
該 見 直 し 後
の利率） 

借 入 期 日 の 翌 日
か ら ３ ０ 年 以 内
に 半 年 賦 元 利 均
等 償 還 し 、 又 は
元 金 均 等 償 還 す
る。ただし、融資
条 件 又 は 財 政 の
都 合 に よ り 償 還
年 限 を 短 縮 し 、
若 し く は 繰 上 償
還 又 は 低 利 に 借
換 え す る こ と が
できる。 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、 

第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用及び第３項特

別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における当該各項間の流用とする。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経  

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する 

場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費              １５５，６２３千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 児童手当負担金として多賀城市一般会計からこの会計へ補助

を受ける金額は１，４７２千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１０，１７５千円と定める。 

令和３年２月８日提出 

                    多賀城市長 深谷 晃祐  
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下 水 道 事 業 会 計 
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議案第１７号 

令和３年度多賀城市下水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条 令和３年度多賀城市下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処 理 区 域 内 人 口            ６２，０３５人 

 (2) 年 間 総 処 理 水 量         ７，３１９，１００ 

 (3) １ 日 平 均 処 理 水 量                  ２０，０５２ 

 (4) 主要な建設改良事業 

  ア   雨水施設整備及び改良工事        ７０，１７４千円 

    イ   汚水施設整備及び改良工事        ７０，４６４千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入  

 第１款  公共下水道事業収益      ３，１６３，７４８千円 

  第１項  営 業 収 益      １，８４４，３９６千円 

  第２項  営 業 外 収 益            １，３１９，３５１千円 

  第３項  特 別 利 益              １千円  

支    出  

 第１款  公共下水道事業費用            ２，９７６，０９０千円 

  第１項  営 業 費 用            ２，７６３，９７０千円 

  第２項  営 業 外 費 用                ２１０，０２０千円 

  第３項  特 別 損 失                      １００千円 

  第４項  予 備 費                    ２，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本

的収入額が資本的支出額に対し不足する額９８５，９１１千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５１，３０２千円、

当 年 度 分 損 益勘 定 留 保 資 金 ７９ ７，５７０千円、繰越 利 益 剰 余 金

処分額６９，２５４千円及び当年度利益剰余金処分額６７，７８５

千円で補  する。）。  

収    入  

 第１款 資 本 的 収 入              ８６２，３７６千円 

  第１項  企 業 債               ５９３，０００千円 

第２項 他 会 計 出 資 金         ８５，４５２千円 

第３項 他 会 計 補 助 金        １５２，６７３千円 

  第４項  工 事 負 担 金                  １，２５１千円 

  第５項  補 助 金                ３０，０００千円 

支    出  

 第１款 資 本 的 支 出            １，８４８，２８７千円 

  第１項  建 設 改 良 費                １４０，６３８千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金           １，７０３，６４９千円 

  第３項  予 備 費                    ４，０００千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 
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事項  期間  限度額  

水 洗 便 所 改 造 資 金

利 子 補 給

令和４年度から 

令和７年度まで 

当 該 融 資 額 に 対 す る

契約利率に相当する額

水 洗 便 所 改 造 資 金

損 失 補 償

令和３年度から 

令和７年度まで 

当該未償還額の１割に

相 当 す る 額

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利     率  償  還  の  方  法

公共下水道事業
   千円
50,600 証書借入れ又

は証券発行 
年 ３ ． ０ ％
以 内 （ た だ
し 、 利 率 見
直 し 方 式 で
借 り 入 れ る
資 金 に つ い
て 、 利 率 の
見 直 し を 行
っ た 後 に お
い て は 、 当
該 見 直 し 後
の利率） 

借入期日の翌日
から４０年以内
に半年賦元利均
等償還し、又は
元金均等償還す
る。ただし、融資
条件又は財政の
都合により償還
年限を短縮し、
若しくは繰上償
還又は低利に借
換えすることが
できる。 

流域下水道事業 30,500

資本費平準化債 421,600

下水道事業債 
（特別措置分）

90,300

計  593,000

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

第１款公共下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費

用及び第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における当

該各項間の流用とする。 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

  (1) 職員給与費              １４７，４４３千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 公共下水道事業安定のため、多賀城市一般会計からこの会計

へ補助を受ける金額は、２７５，９７３千円である。 

 （利益剰余金の処分） 

第１１条 繰越利益剰余金６９，２５４千円及び当年度利益剰余金のう

ち６７，７８５千円は、次のとおり処分するものと定める。 

  (1) 減債積立金              １３７，０３９千円 

令和３年２月８日提出 

                    多賀城市長 深谷 晃祐  
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